
1191消防・防災力でみんなを守るまち_H27施策評価シート(済)

＜1.施策の概要＞

＜2.施策を構成する事務事業の概要＞

地域住民及び消防職
員

火災等の被害を最小限に抑えるため，火災
等を早期に覚知し，消防機関が素早く現場
に到着するとともに，現場においては，情報
の収集及び指揮命令の伝達を迅速かつ的
確に行う。

指令台の支援データ更新を随時行い，円滑な指令業務を行うため装置の
保守点検を実施する。

地域住民及び消防職
員

消防救急無線のデジタル化を図り，消防活
動の円滑な推進に努めるとともに，地域住
民の避難誘導等の伝達を的確に行う。

火災等の被害を最小限に抑えるとともに，情報の収集及び指揮命令の伝
達を迅速かつ的確に行うことが重要であるため，消防救急デジタル無線の
調達を行う。

1 指令台の更新

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

うち

一般財源 0 千円

・実施設計委託（伝播調査・積
算）
・用地買収協議
・事前評価調書の提出

・実施設計委託結果
・用地買収
・構築に伴う検討会議
・総務省との協議
・消防保安課との事前協議
・設計書の作成
・積算書の作成
・事前評価調書の提出

うち

一般財源

千円決算額

千円

直接

事業費

371,040

千円

平成２４年度

千円 決算額決算額 8,400 千円 決算額 0 千円 決算額

6,567

平成27年度施策評価シート

施策
No.

1191 施策名 消防・防災力でみんなを守るまち
主
担
当
課

平成２３年度

153,132

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
・新指令台業務開始
・維持管理

・維持管理

平成２３年度

→

決算額 決算額

平成２５年度

うち

一般財源 153,132 千円
うち

一般財源

・設計書の作成
・記載申請
・入札
・仮契約
・組合議会での議決後，本契約
・中間検査
・完成検査

決算額

0

6,385 千円
うち

一般財源

消防本部

大項目 安全で快適なまちづくり

基本
方針

　消防施設設備の計画的な整備を行い消防・防災力の強化を図るとともに，火災予防の普及，高齢
者などに対する安全対策の強化を図ります。また，消防団にあっては地域防災の要としての役割を十
分認識するとともに，地域の自主防災組織の育成並びに連携を密にするなど，地域の人的なつなが
りを活かして，地域全体の総合防災力を高めます。更に，今後発生が懸念される南海トラフ巨大地震
等の大規模災害に備えた，更なる消防防災体制の確立を図ります。

関
係
課

うち

一般財源

0

・消防救急デジタル無線業務開
始
・維持管理

事務事業の内容

0 千円

うち

一般財源 900 千円

取
組
内
容

取
組
内
容

6,385 千円

平成２６年度

6,567

千円
うち

一般財源 0

千円

千円

・起債申請
・調達

11,940

直接

事業費

千円

2 消防無線のデジタル化

事務事業の目的

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）
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地域住民
高度な応急処置の実施ができる高規格救
急車を導入し，救命率の向上を図る。

現有車両の点検整備及び老朽車両を年次的に更新整備する。

消防職員
災害対応に関する実践的な知識，ノウハ
ウ，スキルを修得し，災害対応力の向上を
図る

・消防大学校入校
・各種研修受講
・関連資格取得

・仕様書の作成
・起債申請
・入札
・仮契約
・組合議会での議決後，本契約
・中間検査
・完成検査

・救急訓練等の実施
・点検整備

・仕様書の作成
・起債申請
・入札
・仮契約
・組合議会での議決後，本契約
・中間検査
・完成検査

直接

事業費

千円 決算額 29,030

直接

事業費

決算額 3,261 千円 決算額 3,165 千円

地域住民
中高層建築物等での迅速かつ的確な消火・
救助活動を行う。

災害対応が迅速に行えるように，はしご付消防自動車の点検整備を図る。

3 梯子車の更新

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

事務事業の内容
対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

8,1300 千円
うち

一般財源 30,674 千円
うち

一般財源
千円

5,784 千円
うち

一般財源 3,854 千円

千円

直接

事業費
うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 185

決算額 0 千円 決算額 千円 284 千円 決算額 292

4 高規格救急車の更新

事務事業の目的
事務事業の内容

平成２５年度 平成２６年度

取
組
内
容

・研修事業の実施
・消防大学校（救助科）入校要望
・救急救命研修所派遣要望
・消防保安課との事前協議
・消防学校入校要望
・各種研修・資格取得の実施

⇒ ⇒ ⇒

⇒
平成２３年度 平成２４年度

取
組
内
容

・高規格救急自動車（鴨方署）並
びに２Ｂ救急自動車（笠岡署）購
入に伴う打ち合わせ会議
・消防保安課との事前協議
・事前評価調書の提出
・寄贈高規格救急自動車整備点
検

千円
うち

一般財源

千円

うち

一般財源 284

取
組
内
容

・現場出動
・操作訓練
・消防訓練等の実施
・整備点検

⇒

決算額

平成２６年度

平成２５年度 平成２６年度

うち

一般財源 0

⇒

千円

千円決算額 0

平成２５年度

うち

一般財源 292

平成２３年度 平成２４年度

平成２３年度 平成２４年度

決算額 0 千円 決算額 30,674 千円

185

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

千円

5 各種研修の実施

事務事業の目的

決算額 5,784 千円 決算額 3,854 千円

うち

一般財源 3,261 千円
うち

一般財源 3,165 千円
うち

一般財源
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千円

直接

事業費

決算額 0 千円 決算額 0 千円 決算額 0

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取
組
内
容

●事業所への立入検査
・年間の査察計画を立て，立入
査察の実施
　（防火対象物及び危険物施設）
・危険物施設で地下貯蔵タンクを
保有する事業所に対する漏洩事
故防止の強化

⇒ ⇒ ⇒

・火災予防条例の改正に伴う露
店等の査察を実施

8 防火対象物等防火・防災対策事業

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

防火対象物及び危険
物施設を所有する事
業者

事業所への立入査察を通して，事業者の適
正な防火管理を指導し，火災発生を防止す
る。

事業所への立入査察，指導

直接

事業費

決算額 0 千円 決算額 0 千円 決算額 1,734

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 1,734

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取
組
内
容

●自主防災組織への支援
●自衛消防隊への指導
・笠岡地区婦人防火クラブ連絡
協議会研修会の開催（10月下
旬，近隣の防災センターを利用）
●幼少年消防クラブの育成
・少年消防クラブ夏季研修の実
施（消防学校への一日入校）

⇒ ⇒ ⇒

7 自主防災組織等育成事業

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

市民
災害時における「自助」「共助」「公助」を確
立し，笠岡市の減災力向上を図る。

・市内自主防災組織を対象とした研修会の開催
・自衛消防隊の指導

地域住民
火災発生件数を減少させるとともに，火災に
よる死傷者の軽減を図り，市民が安全で安
心して暮らせるようにする。

・住宅火災件数の減少及び死傷者数の軽減を図るため，住宅用火災警報
器の設置を推進する。
・積極的な広報活動と住宅防火診断等を継続的に実施する。

意図（どのようにしたいのか）

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0 千円

千円 決算額 1,734 千円

千円
うち

一般財源 1,734 千円

千円 決算額 0 千円

千円
うち

一般財源 0

取
組
内
容

●住宅用火災警報器の共同購
入
●住宅用火災警報器設置推進
啓発
・啓発チラシ配布による設置よび
かけ
（街頭，イベント会場）
・住宅用火災警報器の普及率の
把握（アンケート調査の実施）
●独居老人及び高齢者世帯の
防火診断

●住宅用火災警報器設置推進
啓発
・啓発チラシ配布による設置よび
かけ
（街頭，イベント会場）
・住宅用火災警報器の普及率の
把握（アンケート調査の実施）
●独居老人及び高齢者世帯の
防火診断

●住宅用火災警報器設置推進
啓発
・啓発チラシ配布による設置よび
かけ
（街頭，イベント会場）
・住宅用火災警報器の普及率の
把握のため婦人防火クラブ員が
住宅を訪問（アンケート調査の実
施）
●独居老人及び高齢者世帯の
防火診断

●住宅用火災警報器設置推進
啓発
・啓発チラシ配布による設置よび
かけ
（街頭，イベント会場）
・住宅用火災警報器の普及率の
把握のため職員が住宅を訪問
（アンケート調査を１１０軒実施）
●独居老人及び高齢者世帯の
防火診断

直接

事業費

決算額 0 千円 決算額 0 千円 決算額 0 千円 決算額 0 千円

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0 千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

住宅防火対策事業

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を）

6
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＜3.施策の直接事業費（2の合計）＞

千円 決算額 34,559 千円

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 1,920 千円
うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 9,059 千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

千円 決算額 18,954

直接

事業費

決算額 0 千円 決算額 6,720 千円 決算額 0

取
組
内
容

・事前評価調書の提出
・仕様書の作成

・仕様書の作成　・起債申請
・入札　・仮契約
・組合議会での議決後，本契約
・中間検査　・完成検査

11 消防車両等の整備

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

地域住民及び消防職
員

管内における火災鎮圧，救急業務，人命救
助，その他の災害応急対策を確実に遂行す
るとともに，消防の責任を十分に果たすため
に，必要な消防車両等の更新整備を図り，
住民に安心安全の行政サービスを行う。

老朽化した消防車両及び資機材等の更新整備を図る。

千円

うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 0 千円
うち

一般財源 4,200 千円
うち

一般財源 4,354 千円

直接

事業費

決算額 0 千円 決算額 0 千円 決算額 4,200

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
取
組
内
容

・耐震診断結果による基本計画 ・実施設計委託業務（鴨方署） ・耐震改修工事（鴨方署）
・実施設計委託業務（寄島所）

10 庁舎耐震改修工事

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

地域住民及び消防職
員

消防防災の拠点施設となる庁舎の耐震改
修工事を行うことにより，消防行政の迅速的
確な業務を実施するとともに，市民の安全
確保に努める。

鴨方消防署及び寄島出張所庁舎の耐震診断を行ったところ，耐震改修が
必要であることとなったことから，耐震改修工事を実施する。

千円 決算額 81,899 千円

うち

一般財源 51,697 千円
うち

一般財源 58,485 千円
うち

一般財源 63,735 千円
うち

一般財源 58,999 千円

直接

事業費

決算額 51,697 千円 決算額 74,731 千円 決算額 89,235

住民及び消防団員

　消防団員が活動しやすい環境をつくりだす
ために，消防団の装備・施設の充実強化と
処遇の改善を行うことにより，住民の安全確
保を図る。

・処遇の改善
・消防団員の確保
・消防団装備の整備充実
・消防団員の交流による防災力向上
・消防技術と知識の伝承

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

取
組
内
容

●協力事業所表示制度の促進
●消防機庫及び装備の整備
●消防団親睦事業
●処遇の改善
●消防団員活性化事業

⇒ ⇒ ⇒

●教育・訓練の実施

9 消防団活性化事業

事務事業の目的
事務事業の内容

対象（誰を） 意図（どのようにしたいのか）

千円

千円

216,490

208,990

115,475

94,429

478,662

94,062

176,889

92,989

千円 千円 千円

千円千円
うち

一般財源
千円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

直接

事業費
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＜4.指標＞

＜5.前年度の委員コメントに対する対応・回答＞

＜6.平成26年度の振返り＞(担当部署自己評価)

＜7.施策の課題と改善案＞

980

人
実績

・全国的には消防団員になる人が少なくなっていると聞いたが、今
後多くの団員を確保し、活動できるようにしていただきたい。

→

　　消防団員の加入促進を図るため，勤務先へ直接伺い，消防団員加
入促進ポスターの掲示並びに消防団活動協力依頼を行いました。ま
た，パンフレットを作成して，笠岡市成人式で配布し入団を呼びかけま
した。更に，消防団を中核とした地域防災力の強化を図るため，消防
車両等の消防施設の更新，消防団震災対応，土砂災害対応研修など
様々な研修，訓練を実施し，専門的な知識と技術を養っていただき，こ
れまで以上に強固な組織づくりと災害に強いまちづくりを目指します。

3 消防団員数
単位 目標 960 960

962 962 958 943 940
達成率

100.1% 100.6%

人口１万人当たりの火災件数

施策の
進捗度

Ａ：施策を構成する事業が順調に進行している。

B：施策を構成する事業がおおむね順調に進行している。

C：施策を構成する事業が一部遅れている。

D：施策を構成する事業がほとんど遅れている。

B

単位 目標 4.7 3.0

住宅用火災警報器普及率

→

→

1

・火災の件数が多い。火災予防啓発活動に努めてほしい。 →

査察等に出向時，火災予防広報テープを吹鳴し，火災多発時及び空
気乾燥時にはそれぞれに応じた火災予防テープを吹鳴し予防に努め
ている。また，消防団員等と連携し，住宅防火対策に取り組んでまいり
ます。

H25
実績

H29
目標

H26
実績

指　標　名

目標・実績の推移

H22
実績

H23
実績

H24
実績

委員コメント

・住民のつながりによる防災が重要であり、町内での救援システム
づくりが効果的であると考えられます。

・消防署の位置が今の場所で良いのか疑問がある。

対応・回答

自主防災組織としての婦人防火クラブは「家庭から火事を出さないこ
と」をスローガンに，家庭，地域における火災予防思想の普及啓蒙を
行っております。また，災害時において高齢者等の避難救護にあたる
のは地元消防団員が行うこととなっております。今後とも，各地域にお
いて両者が更なる協力体制が構築できるよう総会，各種研修等におい
て依頼してまいります。

南海トラフを震源とする巨大地震・津波の発生が今後高い確率で予測
されており，消防組合においても消防署・出張所の耐震工事を進めて
いるところです。特に，これから本部庁舎等は建築以来４０年が経過す
る建物もあり，老朽化が著しく進んでいることから，今後，建て替えを検
討する中，地震，津波等を考慮した候補地の選定をする必要があるり
ます。

課題と
改善案

防火対象物や危険物施設等，火災発生時における人命の危険性が大きい等，その違反の重大性を踏まえ，厳しく指導を行うとともに，
違反対象物に対し，引き続き重点的な違反是正の徹底を図っていく必要がある。
少子高齢化の進展，被用者の増加などから，依然として減少傾向にある中で，消防団員の役割，重要性が増大していることから，団員
確保は重要な課題となっているため，積極的な入団促進を図っていく必要がある。出動手当の等の処遇改善及び消防車両，装備の充
実並びに活動拠点施設となる施設の整備を実施するとともに，消防技術と知識の伝承を行い消防団の活性化を図る。
地域の防災体制の強化を図るため，消防団員が指導的役割を担う必要がある。

2.0

件
実績 5.4 3.6 3.6 4.8 5.1
達成率 102.1% 58.8%

98.2% 97.9%

2
単位 目標 82.0 85.0 92.0

％
実績 44.0 64.0 77.0 82.1 85.5
達成率
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＜8.委員による評価結果＞

B B昨年度の評価結果
（前期４年間の総合評価）

（参考）Ａ：計画どおり進行している。

B：おおむね計画どおり進行している。総合
評価 C：計画より一部遅れている。

D：計画より遅れている。

・個人情報保護の問題もありますが、高齢化が進んでくる中で防災活動の効率化を進めるためには、地域住民の現状を把握するた
めのデータベースが必要なると考えられます。
・全国的に消防団の団員が少なくなっているという問題があるが、笠岡市でも今後消防団の団員を増やす方法を検討していただき
たい。
・住宅用火災警報器の普及率について，実際はアンケート実績より若干低い気がします。アンケートの普及率だけで納得せず，引
続き呼びかけを行っていただきたいと思います。

コメント


